





























　　*）田中茂次［1984］「交換概念の派生的性格」『産業経理』第 44 巻第 1号；同［1986］を注記している。







































　 商品 100 個を仕入れ，対価として現金 ¥10,000 を支払った。なお，商品の購入市場の価格は
＠ ¥100 であった。
（b）［非貨幣資産の保有］
























3）　Edger O. Edwards and Philip W. Bell, The Theory and Measurement of Business Income. University of 
California Press, 1961.










































































　商品 100 個を無償で取得した。なお，商品の購入市場の価格は＠ ¥100 であった。
（ｄ）［非貨幣資産の売却］


















































































る・受取る』関係＝“逆関係”）と捉える。すなわち，例えば，X 社が原価 200 円の商品 30 個を
Y 社に 9,000 円で現金売りした場合，「X 社は商品を与え，Y 社は商品を受取る」あるいは「X 社
は現金を受取り，Y 社は現金を与える」ので，
4）　Noam Chomsky, Syntactic Structures, Mouton and Co., 1957.
　　Noam Chomsky, Aspects of  the Theory of Syntax, The M.I.T. Press, 1965.
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　＜売り手＞　　　　　　　　　　　　　　　　＜買い手＞
　　X 社―――――（商品 30 個）――――→ Y 社
　　　　　＜与える＞　　　　　　　　　＜受取る＞





する〕のである」（p.57）から，X 社（という実体の記帳者）は「現金の増加」すなわち “便益” 






借反対に “複式的分類” に基づき，「費用勘定」または「収益勘定」が記録される。“分解仕訳” 
と呼称される仕訳形式で示せば，次の通りである。



















































　Ｘ社←――（現金 ¥9,000）――︲ Y 社
　　　　受取る　　　　　　　　与える




譬えて言えば，バレンタインデーに X さんがチョコを Y さんに贈り，ホワイトデーに X さん























12　　商 経 論 叢　第 55 巻第 3・4合併号（2020．3）
　（借） 現　　金　9,000（貸） 商　　品　6,000　（借）現　　金　9,000（貸）売　　上　9,000 




売上 9,000 円のうちの〕売上収益 6,000 円とは相殺されてもはや表層構造には現れず，損益に作
用しない取引に転化している。通常仕訳で，「損益に作用する取引」として残るのは「（借）現金
3,000（貸）販売益 3,000」で示される部分だけである（［1986］p.75）。「総記法」を前提とする
と，分解仕訳の，借方（売価）売上原価 9,000 円と貸方売上 9,000 円とが，借方商品 3,000 円と






























































販売時点で，分解仕訳の，借方（売価）売上原価 9,000 円と貸方評価益 3,000 円および（転換）
































































いま，①金 60g，米 4斗（金換算 40g）の所有者が，② 20g の金で米 2斗を購入し，③そのう
ちの米 1斗を金 15g で販売した（図表 1では，金，米の測度として円および④現在在高を追記）。
図表 1．設例の「金」勘定と「米」勘定（pp.4,5）
＋　　　　　　　　金　　　　　　　　－ ＋　　　　　　　　米　　　　　　　　－
①　　　　（60g）60 ②　　　　（20g）20 ①　（4斗）（40g）40 ③　（1斗）（10g）10
③　　　　（15g）15 ④　　　　（55g）55 ②　（2斗）（20g）20 ④　（5斗）（50g）50

















































さて，（ⅳ）式は，金 15g の受入と米 10g の流出の結果を示すが，このことを T 字型勘定計算
形式に即していえば，フロー計算の結果生じた残高は，財産所有量 5g，すなわちプラスの残高
（借方残高）を意味するのみであって，それがただちに，収益 15g，費用 10g の差額としての
－5g というマイナス残高（貸方残高）を意味するものではない。けだし，前者は，もともと，
正の存在量であるのに対し，後者は，本来，負数，すなわち，減数（貸方項目）であるべきはず
























　　　　　　　　　　 A ＝ ｜－K｜
＋　　　　　　　　　　B/S　　　　　　　　　　－ ＋　　　　B/S　　　　－













合，A と K の差額としての⊿A は，被減数の残余高として，すなわち正数の属性をうけるもの
として存在する（pp.13-14）。




































































































仕訳③について，「資本 10 の増加，資本 15 の減少」という資本のフロー計算は切離し，独立
































































　　例えば，「給料の支払い」は，（借） 損益 xxx　（貸） 現金　xxx


























































































































残された当面の課題は，Sorter［1969］［1990］の “Events Approach” やその流れの延長上で提唱
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